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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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水産多面的機能発揮対策事業

部 局 名

　活動組織が行う水産業の多面的機能の発揮に関する活動に対し、指導や確認を行う。
　　【活動内容】
　　　新城活動組織・・・干潟等の保全（耕うん、浮遊堆積物の除去、機能低下を招く生物の除去、稚貝等の沈着促進）

　　　松原活動組織・・・干潟等の保全（耕うん、浮遊堆積物の除去、機能低下を招く生物の除去、稚貝等の沈着促進）

　　　大村湾東部活動組織・・・藻場の保全（食害生物の除去）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　干潟等の保全（耕うん、浮遊堆積物の除去、機能低下を招く生物の除去、稚貝等の沈着促進）
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水産多面的機能発揮対策事業

　漁業従事者が中心となって組織された活動組織が実施する漁場（浅場）の保全を推進することにより、水産資
源の回復、漁場環境の改善、漁場生産力の向上および水産業の再生・漁村の活性化を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　県、市町を構成員とする地域協議会を組織し、効率的な事業の運営に努めている。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

効果
事業の改善・改革によって期待さ
れる効果は何か

　浅場の底質が改善し、浅場の生物生産力が回復することが見込まれる。

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取
組をしましたか（昨年度の
【ACTION】の改善・改革の進捗等）

　浅場の底質改善を図るため、海底耕うん、浮遊堆積物の除去を実施した。また、浅場の生産物の回
復力を図るため、稚ナマコの沈着促進活動に対し、補助金交付を行った。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

　国、県が定めている水産多面的機能発揮対策交付金交付要綱及び実施要領に基づき負担しているため、見直しの余地が
ない。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

拡充

終期設定

今後の方向性

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

高い やや高い

　漁場（浅場）において、ゴミや有害海草等の浮遊堆積物を除去し、魚介類の生育環境を改善することで、大村湾特産である
ナマコの漁獲量が前年度を上回った。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　保全活動の実施により、漁場（浅場）の機能を維持・回復させることは、漁場環境の整備に大きく寄与する。

やや低い

やや高い 低い

やや高い やや低い 低い

該当なし

　漁業振興を図るという面から、本市管内の活動組織が行う漁場保全活動の推進に資するためには、市の関与が必要である。

該当なし

低い 該当なし

　海洋環境の変化等により、漁場（浅場）の機能低下が進行し、魚介類の減少や水質悪化等が懸念されている。水産資源を確
保し漁業経営を安定させるため、漁場の保全活動に対する支援が必要である。

低い

　大村湾海区の９漁協から支援要望のあった湾中央部の海底耕うんについて、平成29年度から5市4
町が連携して支援を行う。

該当なし

　浮遊堆積物が大量に発生した場合の対応が困難である。また、湾内の水質と底質が年々悪い状況と
なっており、湾中央部の海底耕うんの実施が必要である。

高い
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